政策ニュースレター第21号

社会保障審議会少子化対策特別部会・保育第2専門委員会（第5回）報告

日時：2009年11月17日（水）15:00～17:00

場所：厚生労働省共用第8会議室

出席者： ＜委員＞ 岩淵・東北福祉大学教授（委員長）、篠原・連合生活福祉局長、安藤・資生堂人事部ダイバーシティ推進グループ、岡・大妻女子大学準准教授、坂崎・日本保育協会保育問題検討委員会委員長、庄司・立教大学教授、須貝・宮城県子育て支援室長、菅原・全国私立保育園連盟常務理事、鍋島・柏市保育課長、西田・全国保育協議会副会長、前田・(財)横浜氏国際交流協会理事長、宮島・日本テレビ報道局解説委員、山口・(株)JPホールディングズ代表取締役 ＜特別部会委員＞吉田・遊育代表取締役　　＜事務局＞伊岐・雇用均等児童家庭局長、香取審議官、今里保育課長、朝川少子化対策企画室長他

議題： これまでの議論整理

記

　これまで4回の議論を事務局が整理し、多様なサービスの類型および参入の仕組みについて、再度議論・確認を行った。

多様なサービス類型について

　「延長保育など通常保育以外のサービスと通常保育は同じ費用を保障するのか。土曜日は休日扱いか」（坂崎委員）の問いに対して、「病児保育、休日保育等は、より高い補助を支払う前提で議論するべき」（岡委員）、「（通常保育以外を実施する）インセンティブの仕組みがなければ、サービスの提供はすすまない」（山口委員）などの意見があった。香取審議官は「個人に対する利用保障については必要な時間量を認定するので、通常、延長などとの違いはない。事業者に対しては、通常保育以外の部分については、超過勤務手当等が発生するので、費用支払いに反映していくべき。土曜については実際のサービスを提供する経費をベースに考えるべき」と答えた。

参入の仕組みについて

　第1次報告は、現行の制度を改め、最低基準による指定制を基本とすることを指摘している。「指定制は待機児童の多い都市部に限定し、全国に適用する必要はないのではないか」（菅原委員）との意見に対して、香取審議官は「NPO法人など、客観的基準を満たしていれば指定するという類型ごとの制度にするべき。指定基準は全国共通であり、指定要件によって質も担保できる。」と発言。

　連合の篠原委員は、「どのような規制にするべきか。滞納があった場合は、市町村が徴収できるのか」と質問。朝川室長は、規制については「法人本部への資金の移動に一定の限度をおくこと、保育事業以外への使途を禁止することなどがある。お金を追っかける仕組みをセットで考えなければならない」、滞納については「何らかの市の関与が必要」と回答した。

　運営費の使途制限については、「2000年より株式会社等が参入できることになったのは残念。株主への配当は認めるべきではない」（菅原委員）との意見に対して、山口委員は「子どもにとって最も良い事業者を選択するべき」と反論。宮島委員からは「銀行で借りて保育所を運営するのと同等分くらいは、配当を認める必要があるのではないか」と提起。香取審議官は、「情緒的にではなく、どのような形態の提供体制、公的な契約が合理的か、その中で何を守るために使途制限をかけるのか、制度の議論をしていただきたい」と要望した。

　次回開催は、11月24日の予定。

以　上
